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子宮頸がん予防ワクチンの接種は、平成２２年１１月２６日付厚生労働省通知（「子

宮頸がん等ワクチン接種緊急促進事業の実施について」）を受け、各自治体において、

任意接種として開始された。 

その後、当該接種は、平成２５年４月に予防接種法に基づく定期接種に位置付けら

れたが、同年６月には、ワクチンとの因果関係を否定できない副反応が見られること

から、接種の積極的勧奨が差し控えられ、現在に至っている。この間、全国では、激

しい頭痛や全身の痛み、脱力、記憶障害など多くの副反応とみられる事例が報告され

ている。 

副反応の発症は、身体的苦痛だけでなく学業への影響など精神的にも被害者本人に

大きな苦痛を与え、また、被害者を支える家族は、精神的、経済的に大きな負担を抱

えている。 

このような現状を踏まえ、被害者を抱える自治体では独自の支援を始めたところも

増えているが、予防接種事業は国の施策であり、国において早期に救済体制を確立す

べきと考える。 

よって、国においては、子宮頸がん予防ワクチン接種副反応被害者の早期救済を図

るため、下記の事項について、万全の措置を講じられるよう強く要望する。 

 

記 

 

１．子宮頸がん予防ワクチンの接種と副反応について、早期にその因果関係を解明

し、治療法の確立に向けた取り組みの更なる推進を図るとともに、医療従事者に

対し適切な情報提供を行うこと。 

 

２．既存の予防接種健康被害救済制度の積極的な適用を図るとともに、定期接種以

前の被害者も含めた子宮頸がん予防ワクチン接種に係る独自の救済制度を創設す

ること。 

 



 

３．子宮頸がん予防ワクチンを接種したすべての人を対象とする統一的な健康追跡

調査を行い公表すること。 

 

４．副反応の疑いのある人に対しても、検査や治療等に係る費用負担の軽減などの

支援策を講じること。 

 

５．自治体が独自で行っている被害者救済制度については、因果関係解明前であっ

ても、国において十分な財政支援を行うこと。 

 


